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論 説
?非行少年」と責任能力（１)






















































































































(２) M’Naghten’s Case,10Cl.& F.200,8Eng.Rep.718(1843).
(３) Durham v.United States,214F.2d 862 (D.C.Cir.1954).












































































































































































































































































































(23) 最高裁判所事務総局家庭局監修『三訂 少年執務資料集 （一）の下』（法曹
会、平成７年）59-60頁参照。
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定が行われることとなる。なお、こうした場合、少年保護事件票には、そ
の理由が「所在不明等」として記入されることになり、実務上、審判不開
始の決定書にも本理由が付されることになるとさ
(24)
れる。
３ 検討
この「審判能力」の概念は、そもそも、どのように定義されてきたのだ
ろうか。
この点、上述の大阪家庭裁判所の昭和47（1972）年１月31日の決定によ
る定義の他、例えば、「司法手続としての審判手続の性格と自己の置かれ
た立場とを理解したうえ、それにしたがって相当な弁解をなしうる
(25)
能力」、
「審判手続における自己の重要な利害を弁別し、それに従って必要・相当
な関与をすることができる
(26)
能力」、あるいは「少年が審判の趣旨を認識し、
審判における自己の立場を理解したうえ裁判官による非行事実の告知や発
問の趣旨を理解して、それらに適切に応答する
(27)
能力」と定義されている。
以上のように、従来、「審判能力」として、自己に対してなされる手続の
意味を十分理解し、手続上で適切な意思疎通を図ることのできる能力が必
要とされてきたと言えるだろう。こうした定義は、少年の受動的な能力の
みならず、能動的な能力をも内容として
(28)
いる。
このように、「審判能力」では、刑事訴訟法上の訴訟能力で予定されて
いる意思能力の程度よりも低いとされているものの、実際上、相当高い意
(24) 裁判所職員総合研修所監修『少年法実務講義案〔再訂版〕』（司法協会、平成21
年）210-212頁参照。
(25) 西岡・前掲注（10）128頁。
(26) 高田・前掲注（12）78頁。また、高田昭正教授は、「刑事訴訟能力も少年の審
判能力も、その本質は、刑事責任能力と同質の『意思決定能力』ではなく、異質な
『意思疎通能力』というべきだと思う」としている。（高田・同上78頁）。
(27) 東海林・前掲注（10）26頁。
(28) なお、少年の受動的な能力のみを内容とする「自己に対してなされる手続の意
味を了解し得る状態にあること」という定義もある。（菊池・前掲注（13）125頁、
田宮＝廣瀬・前掲注（10）200頁）。
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思能力が求められていると言えるのではないだろうか。
しかし、審判に付すべき少年の年齢に下限はなく、14歳未満の少年も
「触法少年」として当然に対象とされている。また、「虞犯少年」にも、14
歳未満の者が含まれ得る。
さらに、少年の心神喪失の状態が、行為時のみならず、審判時にも継続
している場合を想定してみ
(29)
たい。こうした場合に、後述のように本稿が拠
ることになる責任能力不要説の立場を採りながらも、従来の意味での審判
能力を必要とするならば、そうした責任能力不要説の立場が有している意
義が失われてしまうことになるだ
(30)
ろう。というのも、こうした状況では、
大抵の場合で、審判能力がないものと判断され、保護処分に付し得ないこ
ととなり、結果的に責任能力必要説と同様の結論に帰してしまうものと考
えられるからである。
したがって、従来の意味での審判能力は不要であると解すべきであろ
う。
また、少年審判手続が刑事訴訟手続とは異なり少年側の意見陳述権や証
拠調請求権を明文上認めていない職権主義的構造を取るため、少年の位置
付けとして審判の客体という側面を有していることは否定できない。その
ため、この意味において、少年を刑事訴訟手続における被告人と類同した
意味で当事者と捉えることは難しい。刑事訴訟手続における訴訟能力に相
(29) ?実際の事件において、特に精神薄弱もしくは精神分裂病を原因とする責任無
能力の少年については、行為時のみならず審判時においても依然心神喪失の状態が
継続していることが多」い、とされている。（東海林・前掲注（10）27頁）。
(30) この点、東海林保判事も、「責任能力は不要だが審判能力は必要である」と解
する立場では、「結局、行為時及び審判時ともに心神喪失状態が継続している場合
には常に保護処分に付し得ないこととなり、責任能力不要説が掲げる…各根拠と矛
盾するように思われる」と指摘している。（東海林・同上28頁）。なお、責任能力不
要説を採る裁判例の多くが「審判時においても必要かつ十分な事理弁識能力を有し
ているとは考えられない少年を医療少年院送致に付している点から考えて、責任能
力不要説の立場では審判能力不要説をとるかあるいはそのような概念を考慮してい
ない」とされている。（東海林・同上27-28頁）。
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当する概念をほぼそのまま少年審判手続においても観念しようとすること
には難点があろう。
少年法上、付添人選任権に関しては、少年以外にも「保護者」（10条１
項）が、抗告権に関しても、少年の「法定代理人又は付添人」（32条、35条
１項）が行使することを可能にしている。低年齢の者も含め、必ずしも全
ての少年に、これらの権利を適切に行使できる能力を期待している訳では
ないという趣旨であると解される。
ただし、少年審判規則において「少年が審判期日に出頭しないときは、
審判を行うことができない」（28条３項）という直接審理の原則の規定が
ある以上、勿論、少年が審判に出席することは必要である。この点、「心
神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等に関する法
律」（平成15年法律第110号。以下、「医療観察法」と言う）における審判で
も、「対象者が審判期日に出席しないときは、審判を行うことができない」
ものと規定されており（31条８項本文）、少年審判規則上の直接審理の原則
の規定と同様である。しかし、医療観察法31条８項但書では、少年審判規
則とは違い、心身の障害等、一定の場合に対象者が欠席していても付添人
が出席しているときには審判を行なえるものとして例外を許容している。
少年審判では、医療観察法上の審判とは趣旨を異にしており、少年が審判
に出席することが、少年に対する教育的な効果を図る上で必須の条件であ
るため例外が設けられていないものと解され得る。したがって、少年が心
神喪失と判断され得るような精神状態にあるため審判に出席できず、事実
上、審判の遂行が不可能である場合には、「審判に付することができ」な
いとき（少年法19条１項）に当たるとして、審判不開始決定をすべきもの
と解する。また、同様に、審判開始後に事実上、審判の遂行が不可能にな
った場合にも、審判開始決定を取り消した上で審判不開始決定をすべきで
あろう。そして、治療のため、「精神保健及び精神障害者福祉に関する法
律」（昭和25年法律第123号。以下、「精神保健福祉法」と言う）上の対応に委
ねるべきであると考
(31)
える。
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また、後述のように、要保護性の判断に際しては、保護処分を通じた
「健全育成」目的の達成に応答し得る能力が求められる。これは、少年の
年齢・特性に応じて、教育的な効果を図り得る能力とも言える。したがっ
て、全ての少年に対して一律に上述のような相当高い意思能力が必要とさ
れる訳ではない。こうした「健全育成」目的の達成に応答し得る能力を求
める趣旨は、少年保護司法上の過程全体において共通していると考えられ
るので、少年審判においても最低限度求められている能力であると言
(32)
える。そもそも、少年審判手続は、「公正さ」を保持しつつ、「健全育成」
の理念の下に、保護的措置や終局決定を行うことで、少年に対する教育的
な効果を図ろうとする手続でもあるからである。最終的に検察官送致決定
や児童福祉機関（都道府県知事又は児童相談所長）送致決定を受ける場合に
(31) 精神疾患患者の入院形態として、現在、精神保健福祉法に基づき、①「任意入
院（患者本人の意思による入院）」（22条の３、22条の４）、②「医療保護入院（患
者本人の同意がなくても、精神保健指定医が入院の必要性を認め、また保護者・扶
養義務者が入院に同意したときに行われる入院）」（33条乃至33条の３）、③「応急
入院（患者本人及び保護者・扶養義務者の同意がなくても、精神保健指定医が緊急
の入院を必要と認めたとき、72時間を限度として行なわれる入院）」（33条の４、33
条の５）、④「措置入院（自傷他害のおそれがある場合で、都道府県知事の指定す
る精神保健指定医2名以上が診察した結果、入院が必要と認められたとき、知事の
決定によって行なわれる入院）」（29条）、また⑤「緊急措置入院（正規の措置入院
の手続が取れず、しかも急速を要する場合、72時間を限度として、都道府県知事の
指定する精神保健指定医１名の診察の結果により、知事の決定によって行なわれる
入院）」（29条の２）がある。厚生労働省が平成18（2006）年に実施した調査による
と、同年６月30日現在で精神科病院に在院している20歳未満の患者数（合計2，048
名）の入院形態別の内訳は、「任意入院」による者が789名、「医療保護入院」によ
る者が1，064名、「措置入院」による者が28名、その他の入院形態による者が167名
であった。（厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部精神・障害保健課＝国立精
神・神経センター精神保健研究所『精神保健福祉資料（平成18年度６月30日調査の
概要）』（国立精神・神経センター精神保健研究所精神保健計画部、平成19年）13頁
参照）。
(32) こうした能力を「審判能力」として再定義することも不可能ではないが、従来
の意味での「審判能力」との混同を回避するためにも、本稿ではそのような再定義
を行わないこととしたい。
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も、少年審判の遂行上、こうした能力は必要となろう。よって、少年が審
判に出席することが可能な状態であったとしても、こうした「健全育成」
目的の達成に応答し得る能力の欠缺が認められる場合には、「審判に付す
るのが相当でないと認めるとき」（少年法19条１項）に当たるとして、審判
不開始決定をすべきものと
(33)(34)
解する。
(33) 上述の大阪家決平成７・２・10家月47巻７号206頁における結論の箇所は、こ
うした見解に近い趣旨と考える。
(34) なお、団藤重光＝森田宗一は、特に審判能力の要否を論じずに、「心身に著し
い疾病・障碍があって保護処分（医療少年院）その他の処分にも適しないため、精
神衛生法［現在の精神保健福祉法（筆者註）］の措置その他病院等の治療を必要と
する場合」には、審判に付するのが相当でないと判断されるとしている。（団藤重
光＝森田宗一『新版 少年法〔第２版〕』（有斐閣、昭和59年）175頁）。
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